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「統合データベースプロジェクト」 

第９回研究運営委員会 議事要旨 

 

 

【日 時】 平成２２年１月２５日（月）１５：００～１７：３０ 

【場 所】 情報・システム研究機構事務局会議室 

【出席者】 大倉委員、金岡委員、豊田委員、長洲委員、中村春木委員、松尾委員、 

松原委員長、湯元委員、大久保委員、高木委員、堀田副委員長 

【陪 席】 

内閣府   ：織田調査員 

厚生労働省             ：坂西主査 

農林水産省  ：大塚専門官、八木橋係長 

経済産業省  ：鈴木係長 

文部科学省  ：本間調整官、田中調査員 

（独）科学技術振興機構 ：菊池次長、河村課長代理、酒井主任調査員 

ライフサイエンス統合データベースセンター：永井特任教授、西川特任教授、川本特任准教授  

畠中特任准教授、坊農特任准教授、箕輪特任准教授 

吉羽特任研究員 

【事務局】 髙野事務局長、加藤企画課長、愛塲総務課長、植田事務室長 

 

【挨 拶】 

松原研究運営委員会委員長から簡単な挨拶があり、開会が宣言された。また、不確定な要素が多い中

で今後やるべきことへの意見交換として、活発な発言への協力依頼があった。 

 

【議 事】 

１．研究運営委員会(第7回)議事要旨について 

すでに各委員へメイルで送付されている昨年６月開催の第７回研究運営委員会の議事要旨につき、修

正があれば近日中にご連絡いただきたいという依頼があった。(その後特に指摘は無かったので、提出

された議事要旨にて確定した。) 

 

２．平成２２年度予算について 

 松原委員長から文科省ライフ課に、２２年度の予算決定プロセスの資料についての説明が求められた。

資料２－１及び２－２を用いて、田中調査員から説明がなされた。 

 

 資料２－１「統合ＤＢプロジェクト 平成２２年度業務計画の作成等について」は、昨年末に、研究

運営委員会の委員の先生方にお知らせしたものである。来年度２２年度は、統合ＤＢプロジェクトが最

終年度に当たるので、確実な成果を出すための業務を進めるため、委託費の適切な配分を慎重に進める

ことを目的としている。 

 基本的な方針として、プロジェクト（ＰＪ）の作業部会において各機関の業務計画について評価いた

だき、外部からのユーザー評価の情報等を参考にして、文部科学省として来年度の委託費の配分を決め

ていきたい。従って、スケジュールとして、昨年の過程に加えて作業部会の評価が加わることになる。 

 なお、すでに今年度も段階的な移管がされているが、２２年度は情報・システム研究機構（ＲＯＩ

Ｓ）の委託業務を（独）科学技術振興機構（ＪＳＴ）に完全に移していくため、本委託費からは外れる。

ただし、今回は、中核機関実施分も含めて評価いただきたい。 

 資料２－２は、作業部会の各委員に評価を依頼した文書である。繰り返しになるが、１．趣旨として

は、最終年度にあたるため、データベース（ＤＢ）をつくるだけでなく、利用していただくことに価値

があると考え、これまで開発を中心にしてきた各機関については、遅くとも９月までには開発を終了し、

残りの期間はユーザーニーズを受けて、ブラッシュアップや、利用価値を高める質的向上に注力いただ

きたい。 

 ＰＪ終了後には、ＪＳＴに新センターが設置されるが、統合ＤＢ－ＰＪで培われた成果、ノウハウ・

実績は、このまま継承すると考えている。ただ、全体的なＰＪ予算も削られてきており、今後も潤沢な



 -2- 

予算は期待できないため、すべての課題がそのまま継承できるかどうかは、非常に困難な状況である。 

 文部科学省としても、このＰＪ成果が確実に引き継がれるように、各機関への委託業務については精

査して、着実な事業執行をしたい。 

 基本的な考え方としては、新しい組織に継承し得る成果であるかの観点で、文部科学省としては判断

し、継承し得る成果については確実に成果を出していただくよう目標設定をし、業務計画を詰めていた

だきたい。できるだけ多くの成果が出るようにしたいので、成果があいまいなものや、年度末までには

到達見込みが怪しいものについては、途中であっても中止し、結果が出せる機関に資源配分するために

予算を精査したい。 

 作業部会の委員の方々に、資料２－２の裏面にある評価シートをご記入いただき、その評価情報をも

とにして、配分を決めさせていただきたい。 

 資料２－３は、業務計画策定スケジュールで、本日の研究運営委員会と前後して開催されている作業

部会の分科会終了後、２月上旬には各機関への配分を決定したい。 

かなり短期間に数多くの機関についての評価作業をしていただくことになるが、委員の方々にはよろ

しくお願いする。 

 

引き続いて、松原委員長からＪＳＴへ、平成２２年度以降の取り組みについての説明が求められ、大

倉委員から資料２－５の説明がなされた。 

ＪＳＴのバイオインフォマティクス推進センター（ＢＩＲＤ）事業のうち、統合ＤＢ連携開発の予算

の推移を示した。２２年度の予算としては６億８００万を何とか確保した。これはライフサイエンス情

報基盤整備作業部会での検討を受けて、２３年度に向けた段階的移行を２１年度から講ずるため、２２

年度は中核部分をＪＳＴに移行することで２３年度に向けた整備を行うためのものである。２３年度以

降についてはＪＳＴに設置した準備委員会の中で議論していくことになる。その委員会（ライフサイエ

ンス分野統合ＤＢセンター設置準備委員会）を昨年秋にＪＳＴに設置し、昨年９月以降、３回の委員会

を開催、さらに１２月には分科会を設けて、ＤＢ利用者およびＤＢを生産者のご意見を拝聴し、現在、

取りまとめている。委員の名簿を掲載したが、かずさディー・エヌ・エー研究所の大石理事長を委員長

とし、高木先生に大石先生の手助けをしていただいて、議論を進めている。２２年度の予算については、

ＪＳＴ自らが統合ＤＢの中核部分を６億８００万円で執行する形は考えておらず、業務を委託するとい

う形で事業を行う新センターの運営を行うという形を想定している。委託方法については、この５年間

の事業の最終年という扱いで現行の中核機関で執行していいという意見と、公明性、透明性の観点から

新たに公募すべきという２つの見方があるが、ＪＳＴの会計規程等の調査等を実施中で、まだ決定の段

階には至っていない。 

 

●（評価の方法について）テーマが幾つかある機関については、それぞれ評価するのがいいと思うが、

今回の評価では全体をまとめて１枚の評価とするのか。 

→評価シートの単位は機関ごとでお願いしたい。ただし、東京医科歯科大学グループ（東京医科歯科大

学は大阪大学）、東京大学グループ（東大病院と東海大学と日立製作所）はそれぞれ一つのグループと

して評価していただきたい。そのほかは機関単位でお願いしたい。 

●統合ＤＢセンター設置準備委員会の進捗はいかがか。 

→委員会での熱心な議論に加え、分科会の開催、１１月の大石委員長の米国ＮＣＢＩ視察などから出て

きたいろいろな意見を、取りまとめている段階で、いずれご報告させていただく。 

●（評価について）評価をする作業部会委員は、一方で評価をされる機関でもあるので、最終的に透明

性のあるフェアな評価であることを、どこかで担保しないといけないと思う。 

●推進者が評価もするのは矛盾があるが、内容がわかっている人でないと評価もできないという問題も

あるので、提案者には何か案があるのではないかと思うがいかがか。 

→完全にフェアな評価というのはかなり難しいが、利害関係のある機関については評価対象から外して、

評価できる機関に対してのみ評価することで、できるだけ客観性を持たせたご意見をいただきたいとい

う考えである。本来、外部の評価者を入れることが望ましいが、本ＰＪにかかわる先生方が、自分以外

のところの実施内容についても詳しくご存じだということを前提にして、自分の利害関係のないところ

については、中身に突っ込んだ形で評価情報をいただきたいと考えている。 

●ピアレビューであると理解した。ただし、だれが最終的に責任を持って決めるかが問題になる。 

→今回の評価はそれ自体が目的ではなく、文部科学省が各機関に委託費の配分をするときの参考情報と
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する。したがって、この評価そのものを直接の評価内容とするわけではない。 

●ＤＢＣＬＳでは、年に１回、外部評価を実施している。評価対象はサービスとして立ち上がったもの

が中心だが、１００名強の評価者がいる。厳密な意味での外部評価ではないが、そこでのユーザーの意

見は十分文科省の参考情報になるのではないかと思う。詳細は後ほど報告する。 

●数多くの実施項目がある機関についても一機関として書くことになると思うが、項目によって、進捗

の度合いは様々だと思うので、項目ごとにコメントを記入できれば、新センターへ引き継ぐべきか否か

の全体の評価のポイントが明確になると思う。 

→用紙の一番下の総合的な意見、コメント欄に、内容や連携についての具体的な意見を書いていただけ

れば、ご意見を反映して、業務内容についての修正を依頼するなどできるので、ぜひ記入いただきたい。

書式はある程度フレキシブルと考えている。 

●レビューのまとめはオープンになるのか。この委員会に対してオープンにして、それをもとにこう決

めたと説明していただけるのか。 

→集約した評価シートはオープンにはしないが、文部科学省がどういう観点で各機関への配分を決めた

かという結論は、この委員会には報告する。できるだけオープンな形で出そうとは考えている。 

●全部公表するのは大変だが、結論に反対意見がある場合、どうしてこういう結論になったかは説明し

てほしい。その点では、科研費の申請などと似て非なるものになるということか。 

●生の評価内容を出すのは差しさわりがある。逆に生のままを出すとすると、評価者が書きづらくなる

と文科省はお考えなのでは。ある程度丸めてであれば公表できるということではないか。 

 

引き続いて、本年度から２３年度にかけた予算状況について、松原委員長からの求めに従って、高木

委員が資料２－６を用いて説明した。 

文科省から、来年度の業務計画、そのための予算の配分について、一方、ＪＳＴから、予算、準備委

員会について話があったが、かなり複雑な構造になっているので、私自身の整理のためにも資料を作成

した。資料２－６下部の表はおおまかな予算の構造を示している。今年度の予算構造は、文科省の委託

費（８億５,０００万円）、ＲＯＩＳの運営費（特別教育研究経費）（５,０００万円）である。それから、

ＪＳＴのＢＩＲＤ事業の１８億円のうちの一部（２億１,１００万円）を統合ＰＪに使わせていただい

た。これらの使途は、いわゆる分担機関・補完課題に４億２,０００万円が配分され、中核機関に文科

省から４億３,０００万、ＲＯＩＳから５,０００万円、ＪＳＴ・ＢＩＲＤから２億２,０００万円、計

７億円が配分された。１８億から２億２,０００万を引いた金額で、ＢＩＲＤ事業が運用されている。

来年度は、（分担機関・補完課題向けの）文科省委託費４億２,０００万円が、３億８,０００万円にな

る。もともとは委託費全体が８億５,０００万円だったが、分担機関・補完課題分の予算のみを文科省

委託費で賄うことになり、その減額分が、右側のＢＩＲＤ事業のほうに約６億円食い込んでいくことに

なり、ＤＢＣＬＳだけから見ると、今年度７億円が次年度は６億円５,０００万円ぐらいになるという

ことである。２３年度どうなるかわからないが、事業仕分けその他のいろいろな情勢を考えると、ＢＩ

ＲＤ事業の中に全部がぐっと押し込まれた形になっていくだろうと予想され、平成２１年度には計２７

億円あったものが、２３年度は１８億、あるいはそれ以下になる可能性がある。ＤＢＣＬＳの機能を担

う部分があまり縮小できないとすると、青の部分（委託費で実施分）と緑の部分（ＢＩＲＤ事業分）を

うまく合わせなくてはならず、予算が急激に減っていく中で、何を残して何を継続するのかということ

をにらんで、２２年度の計画を立てなくてはならないという状況になっている。 

 私なりに解釈したこの数字を踏まえ、２３年度の姿を少し頭に入れながら、２２年度はできるだけ成

果を出して、次につなげていかなくてはならないということを、資料の上部に書いた。本来であれば、

２２年度は成果の取りまとめ（全体の統一的なインターフェース、全体の統合化）にあたり、むしろＤ

ＢＣＬＳの予算を増やすべきと個人的には思うが、２１年度よりも予算は厳しい状況なので、取りまと

めについても考えながら、作業部会の議論をし、評価をしていただきたいと思う。さらには、それらを

踏まえて、この委員会で、今後の方向性を議論いただきたいと思う。 

 

●今の高木先生のお話はよくわかったが、大倉委員のご説明だと、６億８００万円は委託になるので、

必ずしもＤＢＣＬＳにそのまま委託されることではなくなる可能性もあるのではないか。 

→ＤＢＣＬＳ側の希望を書いたまでで、もちろん６億８００万がどこかの機関に委託される可能性もあ

る。そうすると、ＤＢＣＬＳは今のＰＪを５,０００万円で運営しないといけないということになるが。 

●現在のＰＪを引き継ぐところにＪＳＴからの委託費が行くということで、それがこの資料ではＤＢＣ
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ＬＳと書いてあるのではないか。委託先の選定が公募になるか未定というご説明だったが、４月からの

問題なので、なるべく早く公表していただきたい。 

→この１週間、２週間のうちに結論を出したいと思っている。 

●平成２２年度の青の部分（委託費で実施分）が、２１年度の分より項目が落ちているが。作業部会の

評価によって、予算額が変わることもあるが、項目まで減ることはないという理解でよろしいか。 

→欄が小さくなったので書ききれなかったまでで、項目を減らすということではない。ただ、全体の金

額が１割ぐらい減っているので、金額的には減らさないといけない。評価によって、特定の研究機関の

実施内容は見込みがないのでやめるという結論が出れば、機関全体が落ちる可能性はゼロではないと思

うが、基本的に継続のうえで減額が検討される。ただし、項目によりメリハリをつけ、場合によっては

中止するものがあるという理解である。 

●一番大きく減額になるのが、緑の部分（ＢＩＲＤ事業分）の１６億円ぐらいが１２億円になる部分だ

が、ＪＳＴとしては、あまり問題はなく実施できるのか。 

→問題ないこともないが、たとえば、「基盤ＤＢ」（ＤＢ整備へのファンディング）の採択を絞るとか、

ＤＢ群への投資の仕方を随分精査して、この部分をかなり圧縮して何とか予算を成立させている。研究

者の方々にとって影響もあるが、何とか説明できる範囲での節減、事業としての縮減をした。 

●一般論を言わせていただくと、お金がとまったらだれでも困るが、国としても困るような時代に、日

本としてもＤＢをどんどん充実すべきという時代を今までのように続けられるのかという時期に差しか

かっているのかもしれない。だから、ＤＢをつくる一方でＤＢＣＬＳのような機関が消滅してもいいの

かといった議論が片方の極端であり、消えてしまっては困るものがあるならばそれは残したいという意

見もあるが、現状ではすべて実施できる状況にない。それぞれの先生方によって個人的な考えは違うけ

れども、皆さんはＤＢＣＬＳの運営委員なので、ＤＢＣＬＳの順調な発展を第一義的にお考えになって

いるかと思うが、同時に、日本を広く見ると、データづくりが全滅してしまうのもいかがなものかとい

うお考えもあるだろう。中には、国際的にも評価されているものもある。それを今から議論していただ

こうということになる。高木委員の下案が出てきたが、これでやむなしとするか、もっと何とかせいと

いう意見があれば述べていただくことで議論を進めたい。 

●文科省にお聞きしたいが、もし作業部会の評価の結論で分担機関・補完課題に割り当てられている３

億８,０００万円より配分金額が下まわった場合は、そのお金どうなるのか。 

→仮に配分額が３億８,０００万円を下回った場合、残額分を統合ＤＢ－ＰＪとして使わないのであれ

ば、ライフ課のほかの重要な施策に投入することになる。基本的には、決まった額をこのＰＪで有効に

使い切っていただきたいというのがこちらの考えなので、仮に下回ったとしても、確実に成果を出す機

関にある程度手厚く、成果をさらに出すために配分して、全体のＰＪがうまく次のセンターにつながっ

ていく形にしたい。現在、どこの機関にもそこそこの成果は出ているが、それが次の新しいセンターで

有効に使える成果かどうかは、まだグレーな部分もある。そのような機関には、現時点でやることをフ

ォーカスしてまとめていただく、内容を絞っていただくことをお願いしたい。 

●再来年は青色（文科省委託費部分）がなくなるが、それ以降は文科省としては何か考えがあるのか。 

→ＪＳＴの新センターの２３年度以降の予算については、中身の必要性を強く訴えて、さらに予算を取

っていく努力を文科省としてはやっていきたい。 

●ＪＳＴのＢＩＲＤというのは、いつまでの期間で運営されているのか。 

→ＢＩＲＤは、平成２３年度からは統合新センターと一体化していくことになる。その性格として１つ

は、総合科学技術会議（ＣＳＴＰ）の報告書にもあるように統合センターのＰＪを継承していく継続性

がポイントであり、一方で、ＢＩＲＤの事業をどう取り込んでいくかという一体化もポイントである。

この半年の設置準備委員会の中では、ＤＢＣＬＳとＢＩＲＤ側の事業を一体化するということの意味は、

まだ明確化されていないという認識である。今後２２年度にかけて、設立準備委員会でその議論、さら

には国全体をどう考えるかという議論をしていかなければいけない。 

●一方、このことは、たしか内閣府にできる予定の統合推進本部でも議論されるという話にもなったか

と思う。 

→（内閣府）タスクフォースの報告書の中ではそのようになっている。 

●内閣府での結論までにはどのくらいの時間がかかるのか。１年か、いや２年かかるとか。 

→（内閣府）平成２１年の４月に報告書をまとめた段階で、２３年度初めに設置されるＪＳＴの統合Ｄ

Ｂセンター（仮称）の上に全体的な戦略等を立てるための戦略推進本部をつくると考えていたが、政権

交代があり、会議等の見直し等がかかり、新しい会議体を設置しにくい状況となっている。運営費の問
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題や、ヒトのデータの問題を分科会で話し合うことも報告書に記載されており、推進本部（仮称）を設

置次第、検討を開始したいと思っているが、現状は、会議体自体の設置について検討している状況であ

る。 

●日本国におけるＤＢの研究者の方というのは、今ここにいるメンバーの方が実態上の中心になるわけ

なので、みんなが同じ方向に向かうのであれば、どこでどう議論されても、まじめにちゃんと議論して

おいて、それが日本全体のコアになればいい。政権がどうあろうと何しようと、それを中核にする。た

だ、予算は国全体の資源配分なので、ここがいくら必要だといっても、現政権が科学技術にそれだけ投

資できないとなれば減るだろうが、中身については、各省庁や、一般の各研究者が入って議論したもの

は、どこでも通用すると思う。 

●大分時間はかかるだろうと思うが、日本には統合したＤＢが絶対必要だという点で、内閣府からは前

にきちっと方針を出していただいたし、文科省からＪＳＴへの移管についても粛々と実行されているの

で、どこで実施されようとも日本全体としての統合ＤＢは必要なのであるという点をあらためて確認し

たいと思うが、だれにそれを確認したらいいかというのは現在よくわからない。なので、皆さん自身が、

こういう問題が今とても大事だ、これは必要だということを折があれば考えて、議論する機会があれば

していただきたい。１つ大事なのは、データをつくるところは研究者が主体で、データをまとめるとこ

ろは国の大事な事業として行われるのであり、そこにギャップがあるのだということは、認識しておい

ていただきたい。 

→（文科省）ＤＢの作成からＤＢＣＬＳまでを考えると２１年度は２７億円をかけていたが、２３年度

以降については、文科省委託費は無くなりＪＳＴに対する運営交付金のみとなる。各ＤＢのつくり手、

データ作成者の方には、説得力のある計画書をつくっていただければ、１８億円という枠に限定されず

増額されることもあるし、逆に減っていく可能性もあると理解してほしい。 

●日本を代表するようなデータをつくっている機関の人たちでは、何か働きかけられないのか。（ＰＤ

Ｂｊの）中村先生あたりはそういう指名を受けてもいいのではないかと思うが。 

→（ＰＤＢｊ）そういうプラットホームがあれば、動くことはやぶさかではない。 

●プラットホームからつくらないといけない。 

→昨年の夏ぐらいまでは、ＤＢＣＬＳの活動の一部として、ＰＤＢｊも、あるいはＤＤＢＪ、ＫＥＧＧ

も参加していくという組織の形態を考えていたので、急になくなると言われても対応が難しい。ＰＤＢ

ｊは、もともとＢＩＲＤの活動として資金提供を受けており、ほかの資金を増やすことがやりにくい仕

組みであった。国としても大変まずいと思っているので、何とか蒸発しないような形を模索する。 

●ＤＢＣＬＳも縮小され、ＤＢ産生のお金も減額される可能性もあるので、支えになるものが欲しいが、

状況は非常に厳しく、どこを向いて何とかしてくれと言ってもどうにもならないが、そういうときこそ、

こういうＤＢはどうあるべきかという話を、折に触れて自分の周りの方々にしていただきたいと強く思

う。ＤＢＣＬＳの機能と、ほかのＤＢをどのようにつくり続けていくかという２つの話にもなりつつあ

ると感じる。議論すべきことがまだいろいろあると思うが、時間も限られているので、会議を進める。 

 

３．ＰＪの進捗状況について 

松原委員長から、高木委員へ、ＰＪの進捗状況について、説明を求めた。 

資料３－１に今年度の成果目標と昨年の１２月末の段階での成果の概要をまとめた。ＤＢＣＬＳの活

動の成果についてはサービスとして大部分が既に立ち上がっているので、この後、ＤＢＣＬＳの川本か

ら、現在のサービスについてご紹介する。以下、各機関について。 

・ＪＳＴ…ＰＪ予算を使わずに、ＰＪ全体の事業サイトと意見集約等のサイトを運営。 

・産総研ＣＢＲＣセンター…たんぱく質の立体構造予測、機能予測に関するプログラム群を、ユーザー

が簡単につないで使えるワークフローにして公開。 

・かずさＤＮＡ研究所…植物関係のデータの取りまとめとアノテーションを実施し、植物関連の１０数

種のデータのＤＢ化を実施。また、理研の植物と連携をし、データを整理。 

・奈良先端大…日本語の辞書や解析ツールをつくり、中核機関で扱う日本語テキスト処理をサポート。 

・九州大学…ヒト多型データの解析におけるクオリティーコントロール、データの信頼性を保証するた

めのプラットホームを構築。 

・東大、お茶大、長浜バイオ大…東京大学は、ＤＢを実際に自分でゼロから構築できる人を育てるため

の非常にハードな講習、実習を実施。お茶の水女子大は、ＤＢをつくるよりは利用するという観点から、

社会人等を含めて幾つかの講習を実施。長浜バイオ大は、初級、中級のいろいろなアノテーション技術
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を教育するとともに、大学あるいは研究所をリタイアされたシニアの研究者と学生が共同してＤＢをつ

くるモデルケースを構築。これら３大学で作成された講習テキストは、受講者以外も利用可能。 

・京都大学…ＫＥＧＧの化合物検索のソフトウエアの開発と医薬品・化合物のデータの追加。追加デー

タには統合ＰＪの成果である九州工業大学のデータも含まれている。 

・医科歯科大学グループ（医科歯科大と阪大）…医科歯科大はがんを、阪大はパーキンソン病を中心に

臨床データを収集し、標準化のためのオントロジーの構築、臨床データの公開時のルール作りのフィー

ジビリティースタディーを実施。 

・東大グループ…かなりの部分の日本のゲノムワイドアソシエーションスタディーのデータ、コピーナ

ンバーバリエーションのデータ、一部の疾患のリシークエンスデータをＤＢに蓄積し、公開。一般公開

の範囲、個人情報保護とのトレードオフを検討し、データの共有・再配布に関するルールを作成、ルー

ルに従って配布・公開。 

・理化学研究所…１．植物のＤＢをアノテーションして公開、２．たんぱく質の構造を決めるときの実

験情報等に関するデータを収集・整理して、公開を準備。 

・産総研糖鎖医工学センター…日本中のほぼすべての糖鎖に関するデータのハブになっており、ＤＢ構

築だけではなく、オンラインプロトコルや、疾患との関係情報を整備。 

・遺伝研…波形データのトレースアーカイブと、新型シークエンサーによるショートリードのアーカイ

ブシステムを立ち上げ。 

・九州工業大学…文献からたんぱく質と変異体の熱力学データを収集。 

次に、ＤＢＣＬＳでの成果、今後の展開予定を、川本特任准教授から紹介した。 

 

中核機関であるＤＢＣＬＳの成果と、それから最終年度に当たり、今までの成果をどのように統合へつ

なげるかについて、資料３－２を用いてご説明する。 

 統合ホームページについて 

関係各全機関の成果のリンク収集 

平成２０年度４３件→２１年度１月現在で５０件へ増加 

開発途中のサービス紹介サイトＬＳＤＢ Ｌａｂ新設 

アクセス状況（８０万～１００万ページビュー、ユニーク訪問者数２万～２万５,０００） 

 個別のサービスについて 

・「カタログ系サービス」 

ＤＢカタログ、学会情報カタログ、ゲノム・ポストゲノムＰＪ一覧の情報を収集し公開。共通イ

ンターフェースを用いて利便性に配慮。将来的なデータ連携のためＤＢ等につける情報を統一。 

・「生命科学データベース横断検索」 

上記の調査情報をもとに、国内のＤＢを中心に、約２２０のＤＢの中身までキーワードで一括検

索できる機能を提供。学会要旨や総説誌、特許も含め対象の文書数は７８７万。 

・「アーカイブサービス」 

ＤＢの受け入れという課題をサービス化。日本の大学や研究機関で個別に作成されたＤＢを、デ

ータの説明の書式や用語、利用条件などを統一するとともに、ＤＢＣＬＳからダウンロード可能

にして使いやすくする。現在、１９ＤＢがダウンロード可能で、総ダウンロード数は４６３。 

・「統合ＴＶ」 

世の中に多数あるＤＢやツールの使い方を動画教材として提供するサービス。現在、＞２５０タ

イトル。学生や大学院生の方が使われるほか、教える側の先生方にも好評。一部は英語化。また、

ＰＪで行った講演会やシンポジウムの動画なども配信。 

・「基盤技術開発」 

サービスの背景で動く技術として、情報技術や言語処理を中心とした基盤技術開発を実施。文献

関連の検索、主力ＤＢのウェブサービスのＡＰⅠ共通化、さまざまな解析ツールのワークフロー

基盤の整備等を行っている。基盤整備により、情報の流通の様々なフェーズでのやりとりが共通

化され、流通が促進される。 

 統合化の年次計画／全体像とステップ 

ＰＪ開始時点の計画に照らし合わせ、ポータル整備、検索、ＤＢ受け入れの数値目標を平成２１

年度でほぼ達成。残るは「統合検索（高度な検索）」であり、これが今後取り組むべき課題。統

合の全体像とステップを考えると、今年度と来年度は、例えば知識発見支援のためのＤＢの統合
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化や解析ワークフローの充実化を図る必要がある。 

 中核－各機関の連携状況 

・ポータルの連携 

ＤＢ情報の収集時の共通化や検索の連携 

・制度や倫理問題 

統合ＤＢセンターが作成したＤＢにつける利用許諾にクリエイティブ・コモンズ・ライセンスを

導入。個人ゲノムデータの共有指針について、東大グループと共同で実施。 

・基盤技術 

・人材育成 

関連機関の講習への中核機関からの参加、関連機関の学生が中核において研究補助を担当など。 

 統合検索に向けて  

現在提供している横断検索はグーグル型の検索なので、統合検索に向けて機能を向上（例：キー

ワードエキスパンション）する。検索結果のＤＢについての情報提供や、ＢＬＡＳＴ等の配列解

析機能も追加。検索の基盤として辞書が非常に重要なので、遺伝子辞書、解剖学辞書、施設名辞

書等々を既に構築したが、今年度も生物名称の辞書を中心に構築。全哺乳類、全魚類、全鳥類に

ついて、学名が和名に変換でき、日本語の検索や表示に有用。統合検索の実現例として、カタカ

ナの生物名を、学名や漢字の形にも展開し、文献や報告書、特許、分子のＤＢから、正しく一網

打尽にしてくるのが１つ。また、文献や遺伝子、タンパク、糖鎖等のＤＢをリンクさせ、相互に

データの連携がとれる統合を行う。これは個別の分野で進められている統合を、最終的にどう統

合していくかが課題。そういった統合が行われ、辞書も整備されると、最終的には、例えばＤＢ

のエントリーをとると関連分子や関連文献のリンクがすべてそろう、あるいは生命科学の情報と

して読んだテキストに正しくリンクが埋め込まれるといったサービスが想定される。この統合化

をオープンに、さまざまな技術や連携をしながら実現していくことが重要と考える。 

 「蛋白質関連ＤＢ統合検索」 

統合の一形態として、現在推進中。辞書とＤＢのリンクを実現し、タンパク質名等の検索結果か

らファミリー名を選択でき、関連する国内のＤＢへのリンクを一網打尽に取得できる。現在、国

内の個別の１０個のタンパク質関連ＤＢに関して、UniProtＩＤを軸に統合を進めている。 

 ユーザー評価 

今年度は９／１７～１０／１３に実施、ポスドクや教員、民間企業の方など１１７名から回答が

あり、５段階評価や具体的なコメントもいただいた。これを参考に、サービスの開発を継続する。 

 

４．研究運営委員会(第８回)書面審議結果の報告について 

 松原委員長から高木委員へ、昨年１０月に書面で審議した中核機関の予算増額に関するお願い（承認

済み）の内容についての説明が求められ、資料４－１と４－２を用いて説明された。 

資料４－２（統合検索技術の開発に伴う予算増額に関する審議のお願い）については説明を省略する

が、資料４－１（国際開発会議BioHackathon開催について）について、当時承認はいただいたが、「国

際ワークショップをすることが統合化ＰＪの推進にどう具体的にかかわるのか、もう少し説明してほし

い」というご意見があったので、改めてご報告する。 

 BioHackathonという国際ワークショップは、ソフトウエア、ＤＢの開発者に世界中から集まっていた

だき、単なる意見交換だけではなく、できれば物までつくってしまおう、あるいは標準化を合意しよう

という１週間泊まり込みの会議である。すでに具体的なスケジュール等も固まったので、あわせてご報

告する。２月８日に産総研で公開シンポジウム、９日～１２日までＤＢＣＬＳにおいて合宿形式で会議

を実施する。参加者は、海外３２名、国内２９名で、実際にＤＢあるいはウェブサービスを開発してい

る、様々な専門性を持った若手の集まりである。具体的な内容は、データ統合のために必要なツールの

統一化・標準化を実際の開発者が集まって議論し、さらにその具体策づくりをし、実際にソフトウエア

も作成する。このような会議により、標準化するツール、統合検索の仕組み、そして国際協力関係をつ

くることを考えている。ＤＢＣＬＳ主催のBioHackathonは過去２回開催され、これまで“ウェブサービ

スの相互運用性”“ウェブサービスのワークフロー開発”をおこなった。３回目の今年は、統合化技術

として有力な技術と言われるセマンティックウェブをより広く世界的に共通化することを目的としてい

る。実際に実動部隊が集まってやるということで、国際連携、国際協力という観点からも有意義なもの

だと思っており、実務者レベルに関しては、我が国の統合ＰＪが認知されつつあるのではないかと思う。
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（質問等なし。） 

 

５．その他 

 統合データベース推進本部（仮称）への申し入れ事項（案）について 

 内閣府に設置予定の統合データベース推進本部への申し入れ事項について、第７回の研究運営委員会

の後に委員の先生方にご意見を伺った。これをまとめて、松原委員長から提出することになっていたが、

その後しばらく政権交代などもあり、提出できなかった。ようやく出してもいい時期が近づいたと思わ

れるので、まとめた資料（資料５）について高木委員から説明があった。 

 

前回の議事録にもあるが、この統合ＰＪに関してＪＳＴへの移管やそのためのステップ等について内

閣府での議論があり、運営委員会と無縁な話ではないので、委員会の意見を集約して出そうということ

になった。そのときに、４名の委員の方からご意見を賜り、資料５をまとめた。やや長いが、この程度

なら共通認識として合意していただけると思うので、内閣府の統合データベース推進本部、あるいはＪ

ＳＴの準備委員会等に、研究運営委員会はこういう精神で考えているということを申し入れしたい。 

 申し入れ内容として、皆さまの意見を以下の９項目にまとめた。 

１．背景として、ライフサイエンスのあり方が仮説駆動型からデータドリブン型に変化していること 

２．イノベーションを可能にするデータ共有のために、データに効率よくアクセスできる環境が不可欠

であるということ 

３．その環境のためにデータの統合化と、それを維持するための組織、機関が必要であるということ 

４．ＤＢはライフサイエンスの国力でもあり、ＮＣＢＩ等に匹敵する機関の設立が望まれること 

５．そういう組織、機関を運営するに当たっては、開かれた組織づくりが求められること 

６．統合ＤＢの礎となる個別のＤＢを構築、維持するための仕組みも不可欠であること 

７．これから爆発的に増えるＤＢについて持続可能なモデルを検討する必要があるということ 

８．統合ＤＢを実現するためには、研究開発機能が不可欠であること 

９．人材が不可欠であるということ。 

 

●（内閣府）後半の５番以降の部分は、ＣＳＴＰのタスクフォース報告書の内容にかなりの部分が入っ

ていると思うが、報告書に記載されているものについてもさらに議論が必要なところがあれば、ご指摘

いただきたい。 

●ＣＳＴＰについては、委員が変わるとその継続性はいかがか。前に出た報告書は必ず生きることにな

っているか。一方で、それを補強するような活動が、本ＰＪの研究運営委員会では継続していることを

理解していただきたい。サポーターは多く、全体的に統合ＤＢは大事であることは認めてあるが、仕分

けの時代に入ってくると先が見えないので、重要性を説明する文書は、繰り返し出しておいてもいいの

ではないかと思う。９項目は長いが、今後新センターへ移行する際にもこの９項目の内容に関してはキ

ープされるべきものであるということを、再確認しておくのは我々自身向けにも、外に向けても意味が

あると思う。各省も、データを出したり、集めたりしているが、当ＰＪは日本全体を対象とするという

やり方を意図してきたので、これはＪＳＴにもお願いしたいが、新しい時代に向けては何の統合ＤＢな

のかよくわからないので、名前をもうちょっと工夫して、ライフサイエンスに関する統合ＤＢであると

いう姿勢をはっきり示したわかりやすい名前にしていただきたい。 

また、研究的な段階を過ぎて、これから統合ＤＢサービスのあるべき形に関して、姿勢が固まったとい

う声明は、しかるべきときに出したい。個人的な考えでは「ライフサイエンスに関する統合ＤＢ」に

「オブ・ジャパン」とつけて提案をしたい。つまり、日本のライフサイエンスに関する統合ＤＢは、こ

れから、本ＰＪでやった実験をもとにして、ＪＳＴでそれを発展させていただきたいという提案書にし、

いつでも提出できるように準備したい。次の責任者はＪＳＴなので、具体的に誰に提出するかは相談の

うえＪＳＴが提出することになると思う。 

●ＣＳＴＰの本庶議員は、１月６日で再任され、これからもライフサイエンス分野を見ていただくこと

になり、今後もリードしていただけると思うので、本庶議員に提出する案もある。民主党では、ＣＳＴ

Ｐを科学技術の戦略本部という形で改組する方向で検討しているが、今の段階では、すぐに動きがある

わけではないので、本庶議員からまたお力をいただけると思う。 

●ＪＳＴ内の設置準備委員会での大石道夫先生のご意見は、ナショナルＤＢセンターという概念でいき

たいということで、資料２－６のＤＢＣＬＳ機能と基盤ＤＢも含めたバイオインフォマティクス機能全
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体をナショナルＤＢセンターとして考えると非常にわかりやすい。一方で、資料５の申し入れ事項は、

ＤＢＣＬＳに特化した感じがあるが、国全体としては、ナショナルＤＢセンターをきちんと立てていく

というほうが、一般の人にはわかりやすいし、申し入れ事項を出すときにも非常にわかりやすいのでは

ないと思う。ネーミングもそれを意識してほしい。 

●この報告をどのように提出するかに関しては、またしばらく預からせていただきたいが、ほかに何か

ご意見があれば、どうぞご発言ください。 

 

●資料３－２のご説明の中で、将来的に４省統合ＤＢの方向に向け技術的には仕組みもできつつあるの

かなという印象だったが、一方で、制度面、予算面での方向が、今のところ文科省主導しか見えないの

で、その辺も、ナショナルセンター的なものをつくる上での大きな課題ではないかと感じた。その辺も

要望事項に入れることを検討していただきたい。 

●ＪＳＴ設置準備委員会について、状況をご報告したい。現在、報告書の取りまとめをしており、ドラ

フトができた段階で、関係省庁に訪問をしてご意見を伺うのを、２月中ぐらいに検討している。その目

的は、関連省庁の方々にも、制度面、精神的なもの、お金、あるいは技術的な相互乗り入れ等、説明し、

ご協力いただきたいというお願いのため。大石委員長、高木委員、ＪＳＴのメンバーで回ることを考え

ている。 

●去年の事業仕分けに理研もかかって一番感じたのは、役所に言いに行くのはもちろん重要だし、関係

者にアピールするのは重要だが、今の政権は、関係者だけから意見を言っても無理で、国民や、あるい

はアカデミア全体、要するに関係者以外から必要性を言ってもらうのが重要になってくると思う。した

がって、いろいろな学会や学術会議から、これだけライフサイエンスが変わってきて、最後の集約とな

るＤＢをきちんとやるナショナルセンターが必要なのだと言ってもらえるのが一番よい。それを国民に

理解してもらう努力をしないと、役所と交渉してもつながらなくなる可能性があるので、ここにおられ

る方々が自分自身の学会の中できちんとやってもらう努力をすることが重要になってくると思う。申し

入れの事項も、９項目が大体３つぐらいに分かれるので、ナショナルセンターの設置の重要性、それに

おけるマネジメントの問題（オープン、持続可能性）、それから持つべき機能（研究開発機能、人材育

成）、に分けて、その３つの項目を訴えていって、他のアカデミア、要するにＤＢをやっていない方々

からもサポートしてもらえる形にしたらどうか。事業仕分けで相当やられた理研バイオリソースセンタ

ーが、パブコメで相当応援していただいたし、ＤＢについても同じぐらいの応援があると思うので、持

続的なサポートになるのではないかと思う。 

●おっしゃるとおりで、そういう方向で行きたいと思う。ただ、日本にはそういうシステムがまだない

ので、手探りで動いていくことになるだろうし、まずは、やっぱり内閣府かなと思っている。いろいろ

知恵を出していただきたい。 

●国民の理解を得る必要が前よりも増しているという状況は、おっしゃったとおりだと思うが、まさに

それだからこそ、国プロの終わった後はちゃんとＤＢにして公開すれば理解されるのだということは、

研究者にきちっと言っていかなくてはいけない大事なことだと思う。また、データドリブンの時代にな

ってくると問題になるのは、全国民分もすぐ出せるぐらいの勢いで出てくるヒトのデータをどう取りま

とめていくかということだ。国がまずちゃんと法整備をして、ナショナルセンターでデータを扱ってこ

そ、国の資産がきちっと使えますよということは、各論ではあるが、ある意味非常に重要である。腰が

引けているのは、どうしたらいいかわからないからだと思うので、それに対して、ここがナショナルセ

ンターとして機能すれば、ヒトのデータもきちっと扱えますという、逆の攻めをすべきだなと思う。 

●ＮＣＢＩなどではそういうのは当たり前で、本当に国民的なものになっている。ただ単にデータを集

めるより上のレベルのパブリックサービスになっている。あきらめずにはたらきかけたい。この申し入

れ事項については適当なときに出していきたいと思う。 

 

本日の議題についてはすべて議論が終了したので、松原委員長から会の終了が宣言され、閉会した。 

以上 

 


